様式第１号
　年　月　日
公益財団法人しまね産業振興財団 代表理事理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者住所
申請者名称
及び代表者の役職・氏名　

　年度専門人材確保推進事業費補助金交付申請書

　標記の補助金に係る事業を下記のとおり行いたいので、専門人材確保推進事業費補助金支給要領第７条の規定により、下記のとおり申請します。
　なお、本申請に伴う個人情報の提出については、本人の同意を得ております。
記
１　補助事業の内容（計画）
　　　事業計画書のとおり

２　補助金交付申請額　（単位：円）
　　　　　　　　　　円

＜添付書類＞
1. 事業計画書（様式第1号別紙１）
2. 誓約書（様式第１号別紙２）
3. 法人にあっては本補助事業申請日前３ヶ月以内に法務局で発行された履歴事項証明書（原本又は写し）、個人事業主にあっては個人事業の開業・廃業等届出書の写し
4. 島根県税の納税証明書（申請日前３ヶ月以内に発行された原本又は写し）
5. 専門人材が県外在住であること又は島根県内に転居していた場合であっても、転居から概ね１年以内であることを証明する書類（住民票の写し等）
6. 雇用契約書の写し
7. ＤＸ人材・スタートアップ企業枠で申請する場合は、その内容が確認できる書類
ア．ＤＸ人材
別表３の内容欄に規定している１～５の職種であることが確認できる
書類（職歴が確認できる書類等）
イ．スタートアップ企業
（ｱ）直近３期の売上高が確認できる書類（決算書等）
（ｲ）日本ベンチャーキャピタル協会加盟のベンチャーキャピタルからの　　
出資や大手企業からの投資を既に受けている、または、受ける可能性　
が確実であることが確認できる書類（投資契約書または出資契約書等
の写し）
8. その他代表理事理事長が必要と認める書類
※ 本申請書ならびに事業計画書等の提出書類について、審査終了後、島根県が保管することに同意します。
※ 本事業の応募に係る提出書類に記載された個人情報等について、島根県が以下の目的で利用することに同意します。
◇本事業における補助金交付申請者の申請内容の管理のため。
◇申請受付後の事務連絡のため。
様式第１号　別紙１
専門人材確保推進事業費補助金事業計画書

１　申請者の概要
	

	法人名
	

	担当者　
部署・役職・氏名
	

	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	電子メール
	

	所在地
	〒

（本社が県外にある場合は、本社所在地を以下へご記入ください。）
〒


	業種区分等
	別表１の該当業種に○
	・小売業　・サービス業　・卸売業
・製造業その他

	
	資本金の額又は出資の総額
※個人事業主は「個人事業主」と記載
	円　

	
	常時雇用する労働者数
	人　

	企業等の概要
	





（パンフレット等概要がわかるものがあれば添付してください）











２　事業計画
	[bookmark: _Hlk135761873](1)補助対象事業※該当する項目のいずれかに☑

	□ 通常枠
	□ ＤＸ人材・スタートアップ企業枠

	
	スタートアップ企業の場合（県内操業後３年以内）
・採用人数　　　名（予定含む）
・県外からの社員・役員の転入人数　　名（予定含む）

	(2)雇用契約内容

	雇用契約締結日（予定）
	　　年　　月　　日
	雇用開始
	　　年　　月　　日～

	(3)専門人材の経歴

	要領分類例該当
※該当分類に✔
	□ 経営人材・経営サポート人材　　　　□ 販路開拓人材　
□ 事業再生人材　　　□ 生産性向上人材　　　　□ その他

	氏　名
	

	生年月日・年齢
	（S.H）　　　　年　　　　月　　　　日（満　　　歳）

	採用後の住所
※市町村名まで
	

	保有資格
	

	経歴
	職務経歴、特に専門人材として評価対象とする職位における経験等について詳細に記載（別添可）







	その他特記事項
	

	(4)専門人材を採用して行う事業の概要

	配置先及び役職
	

	採用後専門人材が担う職務・役割

	　採用後、専門人材が担う職務や役割と事業計画の関係について詳細に記載













	(5)専門人材の紹介を受けた職業紹介事業者

	事業者名

住所

電話番号
　　　　－　　　　　－　　　　　　（担当者名：　　　　　　　　）

	(6)補助申請額の積算

	（補助対象経費）
人材紹介手数料（成功報酬部分の金額。消費税及び地方消費税抜きの金額）
　金額　　　　　　　　円（税抜）…Ａ　
［積算内訳］

（補助申請額）
【通常枠】　　　　　　円（補助限度額1,300千円、千円未満切捨てとすること）
　算出式　Ａ×1/2=　　　　　  円
【DX人材・スタートアップ企業枠】　　　　　　円（補助限度額1,700千円、千円未満切捨てとすること）
　算出式　Ａ×2/3=　　　　　  円

　※年間給与換算額　　　　　　　　円　※割増賃金の基礎となる賃金部分又は役員報酬の年間換算額
［換算内訳］
　　





様式第１号　別紙２
　　　　年　　月　　日

公益財団法人しまね産業振興財団 代表理事理事長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所　在　地　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　社　名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　    代表者氏名　

　　　　　　　　　　　　　　　誓　約　書

専門人材確保推進事業費補助金支給要領第７条の規定に基づき交付申請をするにあたり、下記の事項について誓約します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　１　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を経営に関与させている事業者でないこと。
２　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第１項（風俗営業）及び第５項（性風俗関連特殊営業）の規定に該当する業種でないこと。また、これらの営業の一部を受託する営業を行う事業者でないこと。
３　専門人材は自社の役員の３親等以内の親族ではないこと。
４　本事業で補助対象とする経費が、国、地方自治体、独立行政法人等他の公的補助金と重複していないこと。
５　雇用が以下に該当するものでないこと。
1 親会社・子会社の関係にある会社間における出向又は転籍に相当するもの
2 ⑴以外の会社間において、あらかじめ一定の期間経過後に、元の会社に戻ることを前提として出向又は転籍するもの。




様式第２号

[bookmark: _Hlk100078153]第　　　号
年　月　日

申請者名称　　　　　　　　　　
代表者の役職・氏名　様　

　　公益財団法人しまね産業振興財団
代表理事理事長　　　　　　 

　年度専門人材確保推進事業費補助金
交付決定通知書

　　年　　月　　日付けで申請のあった　　　年度専門人材確保推進事業費補助金については、下記のとおり交付を決定します。





記

　１　交付金額　　　　金　　　　　　　　円

　２　交付決定枠　　　通常枠　　ＤＸ人材 ・スタートアップ企業枠

　３　補助条件
　（１）
　（２）





様式第３号

　年　月　日

公益財団法人しまね産業振興財団 代表理事理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者住所
申請者名称
及び代表者の役職・氏名　


　年度　専門人材確保推進事業費補助金
変更交付申請書


　　年　　月　　日付け　　第　　　　号で交付決定を受けた標記補助金について、下記のとおり変更交付を受けたいので、専門人材確保推進事業費補助金支給要領第９条の規定により、下記のとおり申請します。


記


１　変更の理由



２　変更の内容
 (1)　補助金額等
	
	変更前
	変更申請額

	補助対象経費
	
	

	補助金交付申請額
	
	

	補助金交付決定額
	
	



 (2)　補助事業内容　　　別紙　事業計画書（※）のとおり

　　※　様式第１号の別紙１を修正して作成するものとすること。

　様式第４号

　　年　月　日

公益財団法人しまね産業振興財団 代表理事理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者住所
申請者名称
及び代表者の役職・氏名　


[bookmark: _Hlk100078361]　年度　専門人材確保推進事業費補助金に係る
補助事業の廃止承認申請書


　　年　　月　　日付け　　第　　　　号で交付決定を受けた標記補助金に係る補助事業を下記の理由により廃止したいので、専門人材確保推進事業費補助金支給要領第10条の規定により承認を申請します。


記


１　廃止の理由





２　廃止の時期


　様式第５号


　　年　月　日

公益財団法人しまね産業振興財団 代表理事理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者住所
申請者名称
及び代表者の役職・氏名　


　　年度専門人材確保推進事業費補助金実績報告書


　　年　　月　　日付け　　第　　　　号で交付決定を受けた標記補助金に係る補助事業が完了（を廃止）したので、専門人材確保推進事業費補助金支給要領第11条の規定により下記のとおり実績を報告します。


記


１　補助金実績額　
　　　　　　　　　　　　円

２　交付決定枠　　　通常枠　　ＤＸ人材 ・スタートアップ企業枠
　　
３　事業実績
　　様式第５号別紙１　事業実績のとおり
　　　※支出を証する書類の写し、専門人材が島根県内に居住地を移したことを証する書類（住民票等）を添付すること。
※継続して雇用していることを証する書類（事業所別被保険者台帳等）を添付すること。

４　補助事業完了（廃止）年月日　　　　　年　　月　　日









様式第５号　別紙１
事業実績
１　雇用内容
	雇用者氏名
	

	資格
	

	配置先及び役職
	　

	雇用開始
	　　　　　年　　月　　日　　～

	専門人材が従事している業務内容
	（従事した業務内容等について詳細に記載し、参考資料等があれば添付してください。記載欄が不足する場合は、行を追加してください。）




















上記について、間違いありません。（専門人材の方が署名・押印願います。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

２　補助金実績額の内訳
（補助対象経費）
人材紹介手数料（成功報酬部分の金額。消費税及び地方消費税抜きの金額）
　金額　　　　　　　　円（税抜）…Ａ　
［積算内訳］

（補助金実績額）
【通常枠】　　　　　　　　円（補助限度額1,300千円、千円未満切捨てとすること）
　　　　　　算出式　Ａ×1/2=　　　　　  円
【DX人材・スタートアップ企業枠】　　　　　　円（補助限度額1,700千円、千円未満切捨てとすること）
　算出式　Ａ×2/3=　　　　　  円
様式第６号

第　　　号
年　月　日

申請者名称
代表者の役職・氏名　様　

　　公益財団法人しまね産業振興財団
代表理事理事長　　　　　　 

　年度専門人材確保推進事業費補助金に係る額の確定通知書

　年　　月　　日付けで実績報告のあった　　　年度専門人材確保推進事業費補助金については、下記のとおり額を確定します。


記

　１　確定額　　金　　　　　　　　　　　円

　２　その他
　（１）専門人材確保推進事業費補助金支給要領第14条に基づき、採用者について、採用後６ヶ月を経過する日現在の就業状況を専門人材確保推進事業費補助金に係る就業状況報告書（様式第８号）に第11条第2号の書類を添え、同日から起算して１０日以内に代表理事理事長宛てに提出してください。
　（２）採用者が６ヶ月以内に退職したときは、速やかに専門人材確保推進事業費補助金に係る退職報告書（様式第９号）により代表理事理事長宛てに報告してください。
　（３）これにより、人材紹介手数料の返還を受けたときは、当該返還を受けた人材紹介手数料のうち補助金相当額を返還していただく場合があります。
　（４）この補助金に係る経理についての収入及び支出の事実を明確にした帳簿及び証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存してください。



様式第７号

　年　月　日

公益財団法人しまね産業振興財団 代表理事理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者住所
申請者名称
及び代表者の役職・氏名　


　年度専門人材確保推進事業費補助金請求書


　　年　　月　　日付け　　第　　　　号で額の確定を受けた標記補助金について、専門人材確保推進事業費補助金支給要領第13条の規定により、下記のとおり請求します。


記


１　請求金額　　　　金　　　　　　　　　　円
　　
２　振込先について
	金融機関名
	
	口座種別（いずれかに○）

	支店名
	
	普通　・　当座

	口座名義（カナ）
	

	口座名義（漢字）
	

	口座番号
	


※上記振込先口座の通帳の写し（振込先情報が確認できる部分）を添付してください。





様式第８号

　年　月　日

公益財団法人しまね産業振興財団 代表理事理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者住所
申請者名称
及び代表者の役職・氏名　


　年度専門人材確保推進事業費補助金に係る就業状況報告書


　専門人材確保推進事業費補助金支給要領第14条第1項の規定により、下記のとおり就業状況を報告します。
記
　１　採用者氏名

　２　就業状況
(1) 　配置先及び役職

　　

(2) 　従事している業務内容　


※採用した専門人材が、採用後６ヶ月を経過する日現在において雇用されている又は就業していることを証する書類（給与台帳等）を添付すること。



様式第９号

　年　月　日

公益財団法人しまね産業振興財団 代表理事理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者住所
申請者名称
及び代表者の役職・氏名　


　年度専門人材確保推進事業費補助金に係る退職報告書


　専門人材確保推進事業費補助金支給要領第14条第2項の規定により、下記のとおり退職を報告します。
記
　１　採用者氏名

　２　採用年月日

　３　退職年月日

　４　退職の理由　

　５　人材紹介会社から返還を受けた人材紹介手数料の額
　　　　　　　　　　　　　　　円

　　※返還を受けた人材紹介手数料の額を証する文書の写しを添付すること



- 1 -


